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海外や外国人とのコンタクトが発生 

①海外からの訪問者、外国人研究者、留学生等を受入れする 
②海外出張する、海外へものを発送する、海外へメールする  等 

輸出管理が必要な場合か？ 

必要 

電子申請が省略できる場合か？ 

省略できない 

電子申請する 

①受入れ後に技術の提供がある 
②海外へ機材等を持ち出す 
③海外で技術発表や指導を行う  等 

①設計・製造・使用の技術がある 
②未公開（公知でない）技術である 
③自己使用のパソコン・携帯電話以外 
④受入れの様式等での“輸管チェック” 
 の結果「電子申請が必要」となった 等 

手続きフロー（2）へ 

1 

2 

3 

必要な場合の例 

省略できない場合の例 

詳しくは、以下を利用して確認する。 
①電子申請要否の事前確認チェックシート（付録8-1） 
②輸出管理ホームページの情報（付録1-1参照） 
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輸出管理手続きフロー（2）：電子申請が必要な場合 

経産省 
（経産大臣） 

教職員等 
（部局関係者） 

最高責 
任者 

2次審査部門 
（輸出管理統括責任者） 

1次審査部門 
（輸出管理責任者） 

事前相談 

該非判定書の入手・作成 事前相談・該非判定書作成支援 

事前チェックリストの作成 
（該非判定票の作成） 

1次判定・審査 2次審査・承認 

取引審査票の作成 
（用途・需要者チェック） 

非該当・疑義なし 

該当・疑義あり 

1次審査・承認 2次審査・承認 

許可申請書類の作成 
（包括許可証の使用申請） 

許可不要（特例適用）・懸念なし 

確認 

審査結果の確認 
（許可内容の確認） 

最終 
承認 

技術提供、貨物の輸出 
又は受入れの実施 

メール受信 取得の連絡 

電子許可申請 
（NACSS） 審査 

許可の 
通知 

許可要（個別許可又は包括許可） 

包括許可の使用承認連絡 

事前 
相談 

（※1） 

（※2） （※2） 

（※1）事前チェックリストのチェック結果により、2次審査省略する場合がある。 
（※2）不承認の場合は、取引（技術提供・貨物の輸出）を中止する。 

統括責任者
が判断でき
ない場合 

・該非解釈、
キャッチ
オール規制
に該当する
恐れのある
場合 等 

電子許可申請システム 

電子申請システム 

確認 
（承認） 個別許可 

包括許可 

・不許可の
場合は、取
引中止 

電子申請が必要 


